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失業率(右目盛)

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。

（前月差、万人）

６月
 ▲6.2万人

賃金（前年同期比、右目盛）

非農業雇用者数

ＧＤＰ：2008年1-3月期は前期比年率1.0％成長
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住宅投資寄与

（備考）アメリカ商務省より作成。

設備投資寄与

消費寄与

純輸出寄与

その他寄与

(期)
(年)

（前期比年率、％）

   　　消費：消費は戻し減税による可処分所得の増加により、
　　　　　　　　 このところ緩やかに増加している。

（備考）1．アメリカ商務省、コンファレンス・ボードより作成。
　　　　2．４月28日から緊急経済対策法による戻し減税（今年度は1,070億ドル）
           が行われており、7月4日までに860.8億ドルが還付された。

雇用：雇用者数は減少しており、失業率は上昇している。
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実質個人
消費支出

（暦年）（月次） 消費者信頼感指数
（右目盛）

（1985年＝100）

（月）
（年）

景気は弱含んでおり、後退局面入りの懸念がある。



(備考)アメリカ商務省より作成。

住宅：住宅建設は減少している。
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(備考)アメリカ労働省より作成。

90

95

100

105

110

115

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5

2003 04 05 06 07 08

40

45

50

55

60

65

70
（％）

（月）
（年）

鉱工業生産指数
（総合)

ISM製造業景況指数
（総合、右目盛）

（指数）

（備考）ＦＲＢ、全米供給管理協会（ＩＳＭ）より作成。

生産：生産は緩やかに減少している。
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公定歩合
2.25％

FFレート
誘導目標
2.00％

（月）
（年）

コア個人消費支出（ＰＣＥ）
デフレータ（前年比）　2.1％

（％）

物価：エネルギー価格等が上昇しており、
コア物価上昇率はやや上昇している。

金融政策：ＦＦレートは約１年ぶりに据え置き決定［2.00％］

（備考）ＦＲＢ、アメリカ商務省より作成。


